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総務常任委員会次第 
 

令和２年９月２５日（金）午前１０時 

於   大 会 議 室 

 

１ 開 会 
 

２ 議 事 
 ⑴ 総務局、消防局関係 

  ① 付託された議案の審査 

     議案（２件） 

     議案第７２号 明石市市税条例の一部を改正する条例制定のこと 

      ※ 資料参照 ………………………………………………… 中村 税制課長 

 

     議案第７６号 令和２年度明石市一般会計補正予算（第６号）〔分割付託分〕 

歳入 …………………………………………… 箕作 財務部長兼財務室長 

歳出 １款 議会費、２款 総務費のうち議会局関係分 

 …………………………………………… 西海 議会局次長 

２款 総務費のうち総務局関係分、６款 消防費 

 ………………………………… 箕作 財務部長兼財務室長 

 

  ② その他 

 

 

（理事者入れ替え） 

 

 

 ⑵ 政策局、会計室、監査委員、選挙管理委員会関係 

  ① 付託された議案の審査 

     議案（１件） 

     議案第７８号 市有土地処分のこと 

      ※ 資料参照 ……………………………… 種本 プロジェクト推進室課長 
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  ② 報告事項（５件） 

   ア 令和元年度ふるさと納税実績報告について 

      ※ 資料参照 …………………………………… 藤田 シティセールス課長 

 

   イ 養育費に関する施策の実施状況について 

      ※ 資料参照 ………………………………………… 村山 市民相談室課長 

 

   ウ インクルーシブ施策の取組状況について 

      ※ 資料参照 …………………………………… 西山 ＳＤＧｓ推進室課長 

 

   エ ＬＧＢＴＱ＋／ＳＯＧＩＥ施策の推進について 

      ※ 資料参照 …………………………………… 中島 ＳＤＧｓ推進室課長 

 

   オ ＪＴ跡地の活用状況について 

      ※ 資料参照 ……………………………… 種本 プロジェクト推進室課長 

 

  ③ その他 

 

 

３ 閉 会 
 

以 上 



 総 務 常 任 委 員 会 資 料 

 2020 年（令和２年）９月 25 日 

 総 務 局 税 務 室 税 制 課 

 

議案第７２号関連資料 

明 石 市 市 税 条 例 の 一 部 改 正 (案 )に つ い て 

１． 目的 

新型コロナウイルス感染症緊急経済対策の一環として税制上の特例措置を講じる

とともに、令和２年度税制改正における地方税法等の一部改正を受けた所要の整備

を図るため、条例の一部を改正しようとするものです。 

 

２． 概要 

⑴ 新型コロナウイルス感染症等に係る寄附金税額控除の特例 

新型コロナウイルス感染症について、税制面から必要なサポートを行うため、個

人市民税に係る寄附金税額控除の対象を次の通り拡大します。 

① 中止となったイベント代の払戻請求権を放棄した場合の代金相当額 

対象：令和２年２月～令和３年１月に国内で中止されたイベント 

目的：イベント事業者の操業資金の確保 

内容：当該相当額について所得税の寄附金税額控除が新たに適用されること

から、個人市民税においても同様の措置をとります。 

② ひょうご新型コロナウイルス対策支援基金に対する寄附 

対象：当該基金の創設日以降に同基金に対して行った寄附 

目的：感染症対策の最前線に立つ医療従事者の支援 

備考：あかし支え合い基金に対する寄附は、国・地方公共団体に対する寄  

附（いわゆる「ふるさと納税」）に含まれます。 

 

⑵ 先端設備に係る固定資産税の課税標準の特例 

中小事業者等の生産性革命を実現するため、かねてより一定の条件を満たす先端

設備投資について固定資産税の課税標準を軽減する措置が講じられているところ、

新型コロナウイルス感染症の影響を受けながらも先端設備投資を行った中小事業

者等を支援する観点から、現行の制度が拡充されたものです。制度の趣旨に鑑み、

本市では拡充された部分の固定資産税についても、課税標準を現行と同じく零とす

るものです。 

 

現 行：機械及び装置、工具、器具及び備品、建物付属設備 

新制度：現行の対象資産、事業用家屋、構築物 

 

 



 

⑶ 軽自動車税環境性能割の税率に係る臨時的軽減措置の延長 

 軽自動車購入時に自動車の燃費性能等に応じて課税される環境性能割の税率を

１％分軽減する特例措置の適用期限を６月間延長するとともに、令和３年３月３１

日までに取得したものを対象とします。 

 

⑷ ひとり親に係る控除制度の創設 

寡婦(寡夫)控除における男女間の格差を見直すとともに、これまで控除対象外で

あった未婚のひとり親についても、寡婦(寡夫)と同様の取り扱いとします。 

 

現行 

本人の 

性別 

本人の 

所得等 

扶養親族 

配偶者と死別 配偶者と離別 
未婚の 

ひとり親 

～500 万 500 万～ ～500 万 500 万～ ～500 万 

女性 

子を扶養 30 万 26 万 30 万 26 万 － 

子以外を扶養 26 万 26 万 26 万 26 万 － 

扶養親族無し 26 万 － － － － 

男性 子を扶養 26 万 － 26 万 － － 

 

改正後 

本人の 

性別 

本人の 

所得等 

扶養親族 

配偶者と死別 配偶者と離別 
未婚の 

ひとり親 

～500 万 500 万～ ～500 万 500 万～ ～500 万 

女性 

子を扶養 30 万 － 30 万 － 30 万 

子以外を扶養 26 万 － 26 万 － － 

扶養親族無し 26 万 － － － － 

男性 子を扶養 30 万 － 30 万 － 30 万 

 ※控除額が 30 万円の部分がひとり親控除、控除額が 26 万円の部分が寡婦控除 

 

 

 

 

 

 



⑸ その他地方税法の改正に伴う措置 

〇新型コロナウイルス感染症に係る徴収猶予の特例 

当該感染症の影響で収入が前年同期比 20％以上減となった者に対して、無担 

保かつ延滞金免除となる徴収猶予を創設します。（令和２年２月１日～令和３年 

２月１日に納期限を迎える徴収金が対象） 

〇中小事業者等に係る固定資産税及び都市計画税の課税標準の特例 

新型コロナウイルス感染症の影響を受け、売上高が 30％以上減少した中小事  

業者等が所有する固定資産について、当該資産に係る固定資産税及び都市計画税 

を軽減する措置を講じます。（令和３年度課税分が対象） 

〇一部延滞金の割合の引下げ 

市中金利の低迷を鑑みるとともに、より納税しやすい環境を整える面から、徴

収猶予（特例を除く）に係る延滞金及び法人市民税の納期限の延長に係る部分の

延滞金の割合を 0.5 ポイント引き下げる措置を講じます。（令和３年１月１日以

降の期間に対応する延滞金が対象） 

 

⑹ 今回の緊急経済対策に係る減収補填措置 

今回の緊急経済対策においては、次の通り補填されます。 

〇全額国費による補填 

・先端設備に係る固定資産税の課税標準の特例 

・軽自動車税環境性能割の税率に係る臨時的軽減措置の延長 

・中小事業者等に係る固定資産税及び都市計画税の課税標準の特例 

 

３．施行期日 

  公布日施行 

  ただし、次に掲げる措置については、それぞれの施行日とします。 

  〇令和３年１月１日施行 

   ・新型コロナウイルス感染症等に係る寄附金税額控除の特例 

   ・ひとり親に係る控除制度の創設 

   ・一部延滞金の割合の引下げ 
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議案第 78 号関連資料 市有土地処分について 

 

旧あかねが丘学園跡地については、2020年２月に公募型プロポーザルによ

る売却手続を開始し、８月に優先交渉権者を決定の上、土地売買契約(仮契

約)を締結したところです。 

つきましては、旧あかねが丘学園跡地の売却について、地方自治法第96条

第１項第８号及び議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関

する条例第３条の規定に基づき、議案を提案するものです。 

 

１ 市有土地処分の内容 

⑴ 処分しようとする土地 

所在地 明石市松が丘５丁目２番(別紙１｢位置図｣参照) 

地 目 宅地 

地 積 22,019.03㎡ 

 ⑵ 処分価格(売却代金) 

1,000,000,000円 ※１㎡当たり45,415円 

(売却基準価格 449,000,000円) 

 ⑶ 処分の相手方(売却先) 

   積水ハウス株式会社 

   代表取締役 仲井 嘉浩 

 

２ 市有土地処分に向けた取組 

⑴ 売却先の選定手続 

時期 内容 

2020年２月７日 公募売却手続の開始 

2020年４月１日 一次審査(資格審査)の実施(８者応募・８者通過) 

2020年７月21日 二次審査(プレゼンテーション)の実施(５者応募) 

2020年８月４日 優先交渉権者の決定 

 

総 務 常 任 委 員 会 資 料 

2020年(令和２年)９月 25日 

政策局プロジェクト推進室 
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⑵ 優先交渉権者の決定 

ア 二次審査結果                                      (単位：点) 

審査項目 配点 
優先交 

渉権者 
次点者 応募者Ｃ 応募者Ｄ 応募者Ｅ 

事業計画点 (70) 60.3 61.9 50.0 38.0 36.0 

価格点 (30) 26.3 21.8 17.4 30.0 13.1 

合計点 (100) 86.6 83.7 67.4 68.0 49.1 

順位 １位 ２位 ３位 ※ ※ 

(※事業計画点が42点(６割)に満たないため、失格) 

優先交渉権者 積水ハウス株式会社 

次  点  者 大和ハウス工業株式会神戸支社(代表構成員) 

ミサワホーム株式会社 

セキスイハイム近畿株式会社 

パナソニックホームズ株式会社 

イ 提案内容 

① コンセプト 

「子どもにとってやさしいまち」は「誰にとってもやさしいまち」

という考え方を基本に「明舞らしさを紡ぐ風景づくり」「安全・安心

で快適な住環境づくり」「幸せが続くコミュニティづくり」の３本柱

をまちづくりのテーマとして設定しています。 

② 土地利用計画 

戸建住宅 14,431.10㎡(85区画 平均敷地面積169.78㎡) 

公  園   678.70㎡ 

集 会 所   189.34㎡(延床面積77.50㎡) 

※提案内容の概要は、別紙２｢事業計画概要｣参照 

⑶ 市有土地処分に向けた手続 

ア 覚書の締結(８月７日) 

   優先交渉権者としての地位の確認、契約保証金などを定めた「基本

協定及び土地売買仮契約を締結するまでの基本的事項に関する覚書」

を締結しました。覚書の締結に当たり、売却代金の１割相当額

(100,000,000円)を契約保証金として、同日付けで受領しています。 

イ 基本協定の締結(９月３日) 

   旧あかねが丘学園跡地の具体的な開発計画となる事業実施計画、実

施計画の確実な履行の担保などを定めた「基本協定」を締結しました。 
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 ウ 土地売買契約(仮契約)の締結(９月３日) 

   土地利用の条件、買戻し特約などを定めた「土地売買契約(仮契約)」

を基本協定の締結と同日に締結しました。本議案の議決を経て、本契

約として成立する予定です。 

 

３ 今後のスケジュール 

⑴ 本契約後のスケジュール 

土地売買契約に基づき、本契約成立後、30日以内に売却代金の残金を

受領し、売却代金受領日付けで所有権移転登記の申請及び土地の引渡し

を行います。その後、引渡しから１か月後を目途に売却先から地元住民

に対して事業内容について説明会を実施する予定です。  

今後も事業実施計画の確実な履行に向け、売却先との連携を図ってい

きます。  

⑵ 開発のスケジュール(予定) 

解体工事 2021年１月～2021年９月(９か月) 

造成工事 2021年12月～2023年９月(１年10か月) 

住宅販売 2023年10月～2026年１月(２年４か月)



別紙１ 

 

位置図 

 



別紙２ 

 

防災計画 

道路・動線計画 

住環境整備計画 

まちづくり計画 

生活環境への配慮 

先進的な住環境 

イメージパース(北方向から見た鳥瞰図) 

 

まちづくりのテーマについて「明舞らしさを紡ぐ風景づくり」「安全・安心で快適な住環境づくり」「幸せ

が続くコミュニティづくり」を３本柱として設定し、以下のことを取り組みます。 

 

まちの外周の緑化など「周辺の景観との調和」や交差点へのポケットパークの提供による「地域の安全性

への寄与」、周辺住民の公園・集会所利用につながるフットパスの設置など「周辺の利便性への配慮」に取り

組みます。 

 

戸建住宅地としての「良好かつ持続可能で明舞らしい住環境」の創出と維持のため、日照・通風に配慮し

た配棟や隣との高低差を抑えた宅地割を実施。明舞景観デザインコードを踏まえた明るく緑豊かで明舞らし

い街並みをつくり、住民や管理組合で育てていきます。 

 

まちの道路を車の交通量に応じた３段階で計画し、歩行者と自動車との安全・安心に配慮。また、外周道

路への車の出入口は２ヵ所とし、周辺地域の車との出会い頭の事故を抑制する計画とします。 

  

＜住まいの防災＞として、太陽光発電(９割以上)、蓄電池(３割以上)を設置します。＜まちの防災＞とし

て、公園・集会所にかまどベンチや備蓄倉庫等の防災設備を用意します。被災時は、＜積水ハウス＞が速や

かに救援・復旧に駆けつけます。 

 

まちの中心に、子どもから高齢者まで、まちの内外を問わず多世代の地域住民が楽しめる公園・集会所を

設置。管理組合を立ち上げて、住民の手で施設や植栽の維持管理に取り組みながらつながりを育て、周辺の

コミュニティと交流に広げていきます。 

 

まち全体のエネルギー収支ゼロを目指し、住宅は「全棟 ネットゼロエネルギーハウス」で計画します。ま

た、「室内の空気環境配慮仕様」や「ユニバーサルデザイン」の採用、親子がいつでも一緒に過ごせる「大空

間リビング」の住まいを提供します。 

 

事業計画概要 
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令和元年度 ふるさと納税実績報告について 

 

本市の令和元年度のふるさと納税については、これまでの応援プランの見直しから始まり、返礼品の拡充、首

都圏への広告、イベントの実施等の取り組みにより、納税の受入件数及び寄附金額ともに、前年度比2倍を超え

る大幅な増加となりました。収支につきましても、黒字に転じております。 

 

１. これまでの取り組み内容 

（１） 応援プランリニューアル(わかりやすい応援内容に) 

（２） 返礼品の見直し（1 種類⇒135 種類、現在３３３種類） 

（３） キャンペーンやイベント出展の実施（リニューアル・年末キャンペーン、首都圏への出展） 

（４） 納税受付サイトの追加（ふるさとチョイス、楽天） 

（５） 国のふるさと納税の制度改正による見直し等 

 

２． 令和元年度実績  〔寄附入金額：当初目標額  160,000千円〕 

（１） ２８１，１０８，０１０円（１１，８０４件） ＊前年度比２７３．７％（２４５．２％） 

月別実績推移                                                  ＜千円＞ 

 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 合計 

Ｈ３０ １０ ５２ ６０ 3,830 4,940 5,505 10,635 17,253 44,608 4,465 4,575 6,893 102,826 

Ｒ元 8,125 12,310 7,865 5,340 8,680 14,415 20,435 48,740 117,938 9,090 12,445 15,725 281,108 

Ｒ２ 16,542 17,903 15,498 18,６５９ 15,420        84,022 

 

(２) 市内外の実績  ※国の制度改正により令和元年度より自団体住民への返礼品の提供中止 

 市      民 市 民 以 外 の人 

受入件数 受入額(千円) 受入件数 受入額(千円) 

Ｈ30年 38８件 13,426 4,4３８件 89,４００ 

Ｒ元年 １４件 ４７０ １１，７９０件 280,638 

 

３． 令和元年度の収支状況 ※市民税控除額の3/4 を交付金算入額として試算 

（明石市への寄附）  （市民税控除額）  （交付金算入額）  （収支） 

281,108千円 － 515,09０千円 ＋ 38６,31８千円 ＝ 15２,336千円 

※    （収支）     （令和元年度 歳出：返礼品等経費）    （経費を差し引いた実質収支） 

152,336千円  －  136,218千円   ＝      16,118 千円 

 【参考】  過去３年間の収支の推移 

 明石市への寄附 市民税控除額 交付金算入額 収支 

令和元年度 281,108 千円 ５１５，０９0千円 ３８６，３１８千円 152,336千円 

平成 30年度 102,826 千円 472,098千円 354,074千円 ▲15,198千円 

平成 29年度 5,384千円 342,813千円 257,110千円 ▲80,319千円 

総 務 常 任 委 員 会 資 料 

２０２０年(令和 2 年)９月２５日 

政策局シティセールス推進室シティセールス課  
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４． 応援プラン別実績 

  応援プラン 件数 寄附額 

1 明石のやさしいまちづくりを応援 3,770 93,165,000円 

2 明石の子育てを応援 3,739 89,950,000円 

3 市長（自治体）におまかせ 2,163 50,230,000円 

4 明石ダコの保護 1,317 29,675,000円 

5 明石のたからもの応援 390 7,915,000円 

6 明石商業高校に熱い応援を！ 327 7,503,000円 

7 市制 100周年に向けての施策応援 98 2,670,010円 

  合計 11,804 281,108,010円 

 

５． 返礼品件数TOP10 ＊３３３商品 ８９事業者 

１位 生ズワイ蟹セット（カット済）1.2kg ６位 釜揚げ明石だこ 

２位 ミックスナッツ塩味500ｇ ７位 生ズワイ蟹 蟹しゃぶ用500ｇ 

３位 パンパース 8 パックとおしりふき 2 パック

（パンツ L） 

８位 パンパースオムツ 3パック（パンツ L） 

４位 パンパースオムツ 4パック（パンツ L） ９位 パンパースオムツ 4パック（パンツM） 

５位 パンパースオムツ4パック（テープ S） 10 位 トレイルミックスナッツ 

 

６． 今年度の取り組み 

今年度につきましては、納税受付サイト（ふるなび）の追加、地元企業との連携によるさらなる返礼

品の拡充を図り、様々な機会を捉えて本市の情報発信に努めます。 

さらに、感染症対策に要する財源の拡充や返礼品を通じた企業支援を図るため、ふるさと納税の

応援プランに「新型コロナウイルス感染症 あかし支え合い基金」を追加しています。 

加えて、まちづくり戦略の取組に対する民間資金の活用を図るため、企業版ふるさと納税制度の

導入に向けた取り組みを進めていきます。（別紙資料参照） 

今後とも引き続き、本市の魅力を市内外に積極的に発信し、本市のまちづくりの応援団を増やす

とともに、市民が愛着と誇りを持って暮らし続けることができるよう、シティブランド力を高めていき

ます。 

 

７． その他   【参考】令和元年度の兵庫県下の政令指定都市、中核市の状況 

＊ ふるさと納税受入額順 

市町名 
ふるさと納税

をした市民数 

市民税控除額 

（千円） 

※交付金（千円） 

市民税控除額＊3/4 

ふるさと納税 

受入額（千円） 
収支（千円） 

神戸市 66,295 -4,345,093 3,258,820 654,685 ▲431,588 

明石市 12,８６８ -515,090 386,31８ 281,108 152,33６ 

西宮市 28,340 -1,644,73２ 1,233,54９ 55,792 ▲355,39１ 

尼崎市 16,785 -659,80７ 494,85５ 35,025 ▲129,92７ 

姫路市 17,546 -813,569 610,17７ 24,738 ▲178,654 

※ 交付金は、市民が行ったふるさと納税で、住所地の地方公共団体が減収となる住民税分のうち７５％ 

が地方交付税で補填されることから、市民税控除額の3/4 を交付金算入額として試算したもの 
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企業版ふるさと納税制度について（概要） 

 

企業版ふるさと納税は、ふるさと納税（個人のみ）のように、民間企業等の法人が、本社所在地以

外の自治体に寄附をした場合に、税制上の優遇制度を受けられる制度です。 

 

１ 制度について 

目 的 地方創生の更なる充実・強化に向けて、民間資金を活用して地方公共団体の地方創

生への取組を後押しすること 

概 要 地方公共団体が実施するまち・ひと・しごと創生総合戦略に位置付けられた新規・拡

充事業に対して、民間企業等が寄附を行った場合に、税制上の優遇措置が受けられ

る制度（返礼品はなし） 

税 制措置 

の 内 容 

＜2019 年度まで＞ 

 

 

 

 

＜2020 年度から＞ 

 

 

 

 

 

（例）1,000 万円寄附すると、最大900万円が軽減（企業負担は 100万円） 

①損金算入の効果300万円（税金の額を算出する際に費用として計上） 

②最大600万円が税額控除（算出された税金の額から控除） 

実 施期間 2020 年度から 2024 年度まで 

注意事項 ・本社が所在する地方自治体への寄附については対象外 

・１企業における寄附は 10万円から 

・寄附を行うことの代償として経済的な利益供与は禁止 

・寄附金を基金に積立てる場合は、設置根拠の条例に事業単位で特定のもののみに

充てられることが明確に定められていることなどの制限有 
 

【参考】ふるさと納税制度（個人版）との違い 

 

 

 

 

 

 

 

別 紙 
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２ 県内の状況 

兵庫県及び県内29市のうち 20市が認定を受け制度導入済。 

認定団体 

兵庫県 

神戸市、姫路市、洲本市、伊丹市、豊岡市、西脇市、高砂市、宝塚市、 

三木市、川西市、三田市、加西市、丹波篠山市、養父市、丹波市、 

南あわじ市、朝来市、淡路市、宍粟市、たつの市 

 

３ 手続き 

⑴ 認定申請 

地域再生計画を作成し、内閣府に事前相談を経て申請する（地域再生計画は、総合戦略と同内容）。 

⑵ 寄附金受領時 

寄附活用事業に関連する寄附を行った法人に対して、寄附を受領したことを証する書類を交付する。 

⑶ 実績報告 

毎年度、受領した寄附額や寄附を充当した事業の内容、事業費及び関連する KPI（重要業績評価指

標）を国へ報告する。 

⑷ 効果検証 

毎年度、行政以外の第三者を参画させた体制で検証を行う（国へ報告）。 

 



総 務 常 任 委 員 会 資 料 
2020 年（令和２年）9 月 25 日 

政 策 局 市 民 相 談 室 
 

1 
 

養育費に関する施策の実施状況について 

 

本市では、離婚等におけるこども養育支援に取り組んでおり、本年度からは、受け取

れていない養育費を市が立て替える「こどもの養育費緊急支援事業」と、費用補助を含

めた養育費の取り決めのための手続支援を行う「養育費取り決めサポート事業」を実施

しているところです。 

つきましては、現在の実施状況等及び今後の取り組みについて報告します。 

  

１ こどもの養育費緊急支援事業 

 (1) 実施状況 

  ① 概要 

新型コロナウイルス感染症の影響により養育費の不払いの状況はこれまで以

上に厳しくなっていることから、こどもの手元に養育費がしっかりと届くように

するため、養育費の不払いがあったときに、市が義務者に働きかけ、それでも支

払いがない場合に、市が１か月分（こども一人につき上限５万円）に限り立替払

いをしたうえで、義務者に対して督促を行うものです。 

  ② 受付期間 

令和２年７月１日（水）から令和２年８月３１日（月）までの２か月間 

  ③ 申込件数（別紙表１） 

    申込み１７件（こども２４人分） 

うち立替５件（こども７人分） ※９月２日時点 

④ 効果 

市が養育費を立て替えたことによって、新型コロナウイルス感染症拡大の影響

により困窮するこどもの手元に養育費が届いたほか、市が義務者に働きかけたこ

とによって、義務者が市による立替前に養育費を支払い、今後の支払いを約束し

たケースがありました。 

 

(2) 評価・検証 

① 対象者 【養育費の債務名義がある市内在住のこども】 

債務名義（調停調書や公正証書などの公的文書）は、市が立て替えた養育費を

義務者から回収する際のほか、取り決め内容について当事者間の言い分が異なる

場合において内容確認に必要となるため、要件として欠かせないと考えます。 

なお、債務名義は裁判所や公証役場で作る必要があり、その手続は容易ではな

いため、８月から「養育費取り決めサポート事業」を実施して、手続の支援と費

用の補助などの総合的な支援を図りました。 

② 立替期間 【１か月分】 

より長い期間を求める声もありますが、一方で「１か月分でも助かる」との声

もあります。市からの通知により養育費の支払いが正常化されたケースがあり、

養育費の支払いを促す一定の効果があると考えられます。 
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③ 立替額 【こども一人あたり上限５万円】 

利用者の養育費平均額は約４万円（別紙表１参照）であることから、実態に即

したものと考えられます。 

④ 受付期間 【７～８月の２か月間】 

ⅰ 受付期間と申込件数の関連 

以下の点から、期間内に申込みに至らなかったケースが一定数あると考えら

れます。 

・ 受付期間が２か月間と短かったため、事業の対象者（前月分の養育費を受

け取れていない者）とならなかった。 

・ 受付期間の７～８月は、特別定額給付金等の各種給付があったため、当面

は家計を維持することができた。 

   ⅱ 今後の利用希望の見込み 

    以下の点から、今後も本事業のニーズはあると見込まれます。 

・ ７月以降の新型コロナウイルス感染症の第２波による雇用・収入状況の更

なる悪化などにより、ひとり親家庭への影響は今後も続くと予想されるが、

現時点では国・県においてひとり親家庭への新たな給付は予定されていない。 

・ 「養育費取り決めサポート事業」の利用者より、取り決めをした後に不払

いとなった場合、本事業に申し込みたいとの希望がある。 

 

(3) 養育費検討会構成員の意見 

  ・ 債務名義取得という入口部分から立替という出口部分まで、総合的に支援する

ことが重要である。 

 ・ ダイレクトに顔が見える状況で情報提供をするのが効果的だと考える。 

・ 新型コロナウイルス感染症の影響により養育費が途絶えたとの相談は多いの

で、今後もニーズがあるだろう。 

 

 (4) 今後の対応（案） 

緊急支援を必要とする状況は続いているため、債務名義の取得を支援する「養育

費取り決めサポート事業」とともに、予算の範囲内で本事業を継続します。 

① 受付期間 

令和２年１０月１日（木）から令和３年３月３１日（水）まで 

② 対象者 

次のⅰ～ⅲのすべてを満たす人 

ⅰ こどもが市内に住んでいる 

（申込時まで３か月以上継続して住民登録をしている） 

ⅱ 調停調書や公正証書などの債務名義で養育費の取り決めをしている 

ⅲ 申し込んだ月の前月分の養育費を受け取れていない 

（なお、９月は申込みを受け付けていないことに鑑み、１０月の受付分に限

り、８月分または９月分の養育費を受け取れていない人とする。） 
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２ 養育費取り決めサポート事業 

(1) 概要 

市が、養育費の債務名義（調停調書や公正証書などの公的文書）を取得するため

の手続支援と費用補助を行います。 

(2) 受付期間 

令和２年８月３日（月）から令和３年３月３１日（水）まで 

(3) 申込件数（別紙表２） ※９月２日現在 

６件（こども１３人分）  

うち費用補助５件（こども１２人分）、相談対応２件（こども４人分） 

 

３ こどもの養育費に関する検討会 

(1) 開催の延期 

   本市における養育費に関する施策を検討する「こどもの養育費に関する検討会」

第４回の開催を本年５月と８月に予定していましたが、新型コロナウイルス感染症

の拡大防止のため、開催を見送りました。 

(2) ヒアリングの実施 

検討会の開催に代えて、以下のとおり、検討会の構成員に対して個別にヒアリン

グを行いました。 

① 実施時期 

令和２年８月１７日（月）から令和２年８月２１日（金）まで 

② ヒアリングで出された主な意見 

 ⅰ こどもの養育費緊急支援事業について 

     前記１(3)のとおり 

   ⅱ 養育費取り決めサポート事業について 

    ・ 敷居が高い裁判所や法律事務所ではなく、市民にとって身近な市役所が取

り決めを支援することは意義がある。 

   ⅲ 今後の取り組みについて 

・ 様々な取り組みを行ってきたので、成果や課題の整理が必要である。 

・ 養育費の公的立替などは一自治体での実施には限界があることから、 

国に対して制度化へ向けた提案を行ってはどうか。 

(3) 今後の予定 

   第４回検討会の開催については、１０～１１月頃を目途に、ＷＥＢ会議での実施

も含めて検討します。 

 

【参考】これまでの開催状況と検討内容 

   第１回 令和元年１０月１１日（金） 

市の取り組み・諸外国の状況の報告、養育費施策の検討 

第２回 令和元年１１月１８日（月） 

検討項目の整理（債務名義化支援、市単独の立替など） 

第３回 令和２年３月２６日（木） 

養育費立替回収モデル事業案の検討  



 

 
 

＜別紙＞ 

 

表１ こどもの養育費緊急支援事業 

番号
監護親
（申込者）

債務名義
養育費額
（1人）

こどもの数 未就学 小学生 中学生
高校生
以上

1 母 調停調書 30,000 1 1
2 母 調停調書 40,000 2 2
3 母 調停調書 10,000 2 2
4 母 調停調書 30,000 1 1
5 母 調停調書 20,000 2 1 1
6 母 調停調書 40,000 1 1
7 母 調停調書 30,000 2 1 1
8 母 調停調書 40,000 2 1 1
9 母 調停調書 30,000 1 1
10 母 公正証書 30,000 1 1
11 母 公正証書 25,000 2 1 1
12 母 公正証書 100,000 1 1
13 母 公正証書 50,000 2 1 1
14 母 公正証書 110,000 1 1
15 母 公正証書 30,000 1 1
16 母 審判書 39,000 1 1
17 母 和解調書 20,000 1 1  

合計（人） 調停調書 平均（円） 合計（人）
17 9 39,647 24
母 公正証書 最大（円） 子1人（件）
17 6 110,000 10
父 審判書 最小（円） 子2人（件）
0 1 10,000 7

和解調書
1

13歳～15歳（中学生）
4

16歳～（高校生以上）
3

～6歳（未就学）
3

7歳～12歳（小学生）
14

 
 

 

表２ 養育費取り決めサポート事業 

番号
監護親
（申込者）

こどもの数 未就学 小学生 中学生
高校生
以上

費用補助 相談対応

1 母 2 2 公正証書
2 母 2 2 公正証書
3 母 2 1 1 公正証書
4 母 3 1 1 1 調停申立
5 母 3 1 2 調停申立 ○
6 母 1 1 － ○  

合計（人） 合計（人） 費用補助 相談対応
6 13 5 2
母 子1人（件） 公正証書
6 1 3
父 子2人（件） 調停申立
0 3 2

子3人（件）
2

16歳～（高校生以上）
3

～6歳（未就学）
5

7歳～12歳（小学生）
4

13歳～15歳（中学生）
1

 

 



1 

 

 

インクルーシブ施策の取組状況について 

 

本市は、SDGs の理念に沿った「誰一人取り残さない・やさしいまちづくり」に向けて、

各種計画への当事者参画の推進や、障害者への合理的配慮の提供に係る助成制度の創設な

ど各種施策に取り組んでまいりました。 

また、今年度は新型コロナにより、人との距離の確保や外出・接触の自粛が求められる

なか、高齢者や障害者など支援が必要な人の孤立を防ぐため、新たに「緊急アンケート」

を実施し、一人ひとりの困りごとに寄り添う取組を行いました。 

 一方で、（仮称）あかしインクルーシブ条例の検討については、緊急アンケートなどコ

ロナの影響による具体的支援を優先して推進している現状に加えて、この未曾有の感染症

による社会への影響を検証して条例に反映するため、検討期間を 1年延長し、来年度中の

制定に向けて取り組んでまいりたいと考えていますので、ご報告いたします。 

 

１．緊急アンケートの実施（5/末～） 

   サポート利用券（対象：70 歳以上の高齢者、障害者）に緊急アンケートを同封し、

寄せられた困りごとに応じて、電話や訪問、お手紙による情報提供などで必要な支援

に繋げる取組を行いました。 

⑴ 返信状況等  ※8月 28 日現在 

  ・送 付 数：69,474 通 

  ・返 信 数：21,512 通（送付数の 31.0％） 

  ・対応実績：  644 件（返信数の 3.0％） 

 ⑵ 対応実績の内訳（644 件） 

本人が連絡を希望されている場合（178 件）だけでなく、困りごとの記載内容によ

り対応が必要と判断した場合、連絡訪問等で支援を行いました。 

困りごとの内容 電話 FAX 訪問来庁 手紙ほか 計 

①不安心配、話を聞いて欲しい 105 86 151 342 

②ｺﾛﾅ感染時の対処方法 4 - 2 6 

③特別定額給付金 5 - 2 7 

④生活保護・生活再建・市営住宅 13 3 - 16 

⑤事業主に対する支援 - - 3 3 

⑥障害者手帳、寿優待乗車制度 3 - 1 4 

⑦税や国保の減免・支払相談 4 1 - 5 

⑧法律や養育費の相談 2 - 1 3 

⑨その他問合せ 43 1 214 258 

計 179 91 374 644 

総 務 常 任 委 員 会 資 料 

2020 年(令和２年)９月 25 日 

政 策 局 S D G ｓ 推 進 室 
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２．（仮称）あかしインクルーシブ条例の検討 

  本市が目指す「誰一人取り残さないまちづくり」に向けた、包括的指針となる条例の

制定に向けて、有識者や当事者団体、支援者団体などからなる検討会を設置して、検討

を進めています。 

⑴ 検討会の開催状況 

 開 催 日 検討内容 

１ 2018. 8.27 ・条例イメージの共有、課題の抽出 

２ 11.12 ・抽出課題についての意見交換 

３ 2019. 1.30 ・中間とりまとめ案の提示、意見交換 

４    5.16 ・条例骨子案の提示、意見交換 

５ 8. 8 ・条例検討 1年延長を確認。条例各論部分の意見交換 

６ 2020. 1.29 ・条文素案の提示、当時者参画制度の意見交換 

７   ※7.30（延期） ・条例素案の確定 

※2020 年 7 月の検討会（最終）はコロナの影響を踏まえて延期しています。 

⑵ 今後の方針（案） 

 コロナの感染防止策や新しい生活様式では接触を避けることが前提であり、地域の

見守り活動などが制限され、孤立化の進展が懸念される状況にあります。 

こうしたコロナによる社会的影響について、条例検討会で議論するため、検討期間

を 1年延長し、2021 年度末までに条例を策定します。 

⑶ 検討スケジュール（案） 

時 期 取組項目 概 要 

2020 年度 10 月 委員との個別意見交換 ・条例に盛り込むポイントの整理 

・アンケートから見えた課題など意見交換 

3 月      〃 ・条例（事務局案）の提示、意見交換 

2021 年度 10 月 条例検討会（最終） ・条例案の決定 

12 月 議会報告 ・条例素案について報告 

1 月 パブコメの実施 ・市民意見聴取（１ヶ月程度） 

3 月 議会提案 ・条例議案の提案 

2022 年度  4 月 条例施行（予定）  

※2021 年度の取組（条例検討会やパブコメ）は、コロナの終息状況等を踏まえて多少前倒

しとなる可能性があります。 
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【参考】緊急アンケート概要 

  

⑴ 送付概要 

◇送付対象：70歳以上の高齢者及び障害者手帳をお持ちの障害者 

  ◇送 付 数：69,474 通 

  ◇返 信 数：21,512 通（送付数の 31.0％） 

  ◇送 付 物：①緊急アンケートハガキ、②サポート利用券、③高齢障害ダイヤルチラシ         

④サポート利用券及びアンケート説明書、⑤個人情報保護シール 

 

⑵ 新型コロナの影響で困っていること（☑方式、重複あり） 

 ①生活費 ②体調面 ③介護・介助 ④買物・外出 ⑤その他 

件 数 1,203 件 3,864 件 593 件 7,924 件 1,020 件 

割 合 5.6％ 18.0％ 2.8％ 36.8％ 4.7％ 

 

⑶ 自由意見（抜粋） 

・サポート券やアンケートなど市民一人ひとりを気遣ってくれることが嬉しい。 

・子や孫など家族の収入が減ったため、経済的な援助が減った。 

・まだまだ働きたいので、働き口を紹介してほしい。 

・コロナの正確な情報が入らず、毎日が不安で眠れない。 

・外出できないことにより、足腰を中心に体力が衰えている。 

・自分が倒れた場合、病気の夫（妻）の介護をどうすればよいのか心配。 

・コロナにより、病院や老人ホームに入っている夫（妻）と面会できない。 

・こども(障害有)の学校がない為、介護による精神・身体的な負担感が強い。 

・外出自粛に伴い、人との会話が減り孤独を感じる。気分が塞ぎ込む。 

・持病を抱えているが、病院やバス等での感染が怖くて通院を控えている。 

・通院頻度を減らすため、薬を多く出してほしい。 

・こども(障害有)がマスクをつけられない。外出の際に周りの目が気になる。 

・障害者はマスクや消毒液などの入手が特に難しい。市を通じて購入できるような仕

組みがあれば助かる。 

・単身世帯なので将来の孤独死が心配。 

・新聞を取っていないため、広報紙での情報入手ができない。 

 

参考資料 
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ＬＧＢＴＱ＋／ＳＯＧＩＥ施策の推進について 

 

本市では、ＬＧＢＴＱ＋（性的マイノリティ）を含むすべての市民が、自分自身を大切

にし、自分らしく生き、そして互いを認め合える「ありのままがあたりまえ」のまちを

目指しています。本年 4月には、ＳＤＧｓ推進室にＬＧＢＴＱ＋／ＳＯＧＩＥ施策担当として当

事者でもある専門職員を配置し、当事者が抱える生きづらさや困難に寄り添いながら、

性の多様性に関する理解を広めるための様々な取組を進めています。 

 

１ 専門相談窓口「明石にじいろ相談」の開設 

ＬＧＢＴＱ＋当事者やその家族、支援者、学校の先生、事業者など、様々な方から

の相談に対応するため、専門相談窓口を本年 7月 1日に開設しました。 

ＬＧＢＴＱ＋／ＳＯＧＩＥ施策専門職員 2名が対応し、相談にとどまらず、必要に

応じて、関係部署や関係機関との調整等のきめ細やかな支援を行います。 

⑴ 相談方法 

  ア）電話相談 毎週木曜日 12:30～16:30（祝日・年末年始を除く） 

  イ）メール相談 専用アドレスへ寄せられた相談に、２開庁日以内に返信 

  ウ）来所相談 毎月第 1・第 3水曜日 13:00～15:50（祝日・年末年始を除く） 

 ⑵ 相談実績 

  ア）主な相談内容 

   ・家族に自分の性自認を受入れてほしい。 

   ・ホルモン治療を受けることができる病院を教えて欲しい。 

・子どもが性別違和を感じており、中学進学時に制服となることが不安 

  イ）相談件数（8月末現在） 

相談の種類 
相談件数 

合計 
7 月 8 月 

電話相談 7 件 12 件 19 件 

メール相談 1 件 3 件 4 件 

来所相談 3 件 3 件 6 件 

合計 11 件 18 件 29 件 

 

２ 啓発・研修の取組 

⑴ 啓発 

 広報あかし 7/15 号では、性的指向や性自認についてわかりやすくイラストで紹

介したほか、明石にじいろ相談についても掲載しました。また、市ホームページで

は明石にじいろ相談の概要はもとより、用語解説やＱ＆Ａを掲載するなど、必要な

情報を得ていただくきっかけを提供しています。 

総 務 常 任 委 員 会 資 料 

2020 年 (令和 2 年 )9 月 25 日 

政 策 局 S D G s 推 進 室 
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⑵ 研修 

ア）市職員研修 

8 月に入庁 3 年目の職員を対象にアンケートを実施した上で、担当職員とのオ

ンラインによる意見交換型の研修を実施しました。今年度中には、パートナーシ

ップ制度やＬＧＢＴＱ＋／ＳＯＧＩＥについて理解を深める全庁的な研修の実施を予

定しています。 

イ）教職員研修 

来年 1月実施予定の教職員初任者研修の「まちづくり研修」の中で、人権に係

るカリキュラムとしてＬＧＢＴＱ＋／ＳＯＧＩＥについて理解を深める研修を実施し

ます。また、職員会議の前後など、学校現場の求めに応じた内容で実施できる研

修もあわせて提案し、実施していきます。 

  

３ パートナーシップ制度の実施 

パートナーシップ制度とは、同性・異性を問わず、お互いを人生のパートナーとし

て尊重し、継続的に協力し合う「パートナーシップ関係」であると届出されたことを

公に証明する制度です。 

パートナーシップ届出を行っても、婚姻関係にある夫婦に法律上認められている効

果（相続等の財産上の権利、税金の配偶者控除等）は発生しませんが、パートナー同

士で家を借りる場合や、病院等での手続きにおける不自由が解消されるといった効果

が得られます。 

すでに 59自治体が導入しており、本市でも導入に向けた検討を進めています。 
  

 ⑴ 要件案 

  ア）成人であること 

  イ）いずれかが本市に住所を有し、または市内への転入を予定していること 

  ウ）配偶者がいないこと及び相手方以外の者とパートナーシップ関係にないこと 

  エ）双方が近親者でないこと（ただし養親子関係にある者は除く） 

※上記要件を満たしていれば、同性カップルであることや性的マイノリティを含むこと

は問いません。 

 ⑵ 手続 

  ア）届け出をしようとするお二人に、届出書及び必要書類（※）を提出していただく 

※必要書類は、住民票の写し、戸籍謄本（または独身証明書）等を予定 

イ）職員が必要書類の審査及び本人確認を行う 

ウ）要件を満たすことが確認できたら、受理証明書を作成 

エ）届け出たお二人に来庁いただき、受理証明書を交付する 
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⑶ 他自治体のパートナーシップ制度実施状況 

ア）全国の自治体の状況 

制度を導入している自治体 59 自治体（2020 年 9 月 1 日現在） 

（内訳） 

・都道府県  2 自治体（茨城県、大阪府） 

・東京 23区 7 自治体（渋谷区、世田谷区、中野区、江戸川区、豊島区、港区、文京区） 

 ・市町村   50自治体 

イ）県内の自治体の状況（2020 年 9 月 1日現在） 

   6 自治体が導入済み（宝塚市、三田市、尼崎市、伊丹市、芦屋市、川西市） 

⑷ 今後のスケジュール（案） 

9 月 25 日  総務常任委員会にて制度概要を報告 

  10 月 1 日～31 日 パブリックコメントの実施 

  11 月上旬  パブコメ結果のとりまとめ 

  12 月上旬  総務常任委員会にてパブコメ結果と要綱案の報告 

1 月中旬  パートナーシップ制度スタート 
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「(仮称)明石市パートナーシップ制度」素案について 

 

１ 趣旨 

明石市では、性的指向や性自認、どのような性表現をするのかに関わらず、す

べての市民が自分自身を大切にし、自分らしく生き、互いを認め合える「ありの

ままがあたりまえのまち」の実現を目指しています。 

本年 4 月には、ＳＤＧｓ推進室にＬＧＢＴＱ＋／ＳＯＧＩＥ施策担当を設置し、ＳＯ

ＧＩＥにおいて少数であるＬＧＢＴＱ＋当事者とともに、明石にじいろ相談をはじ

め、ＬＧＢＴＱ＋の生きづらさや困難を軽減する様々な取組をまちづくりの一環

として進めています。 

SOGIE は特定の人を指す言葉ではなく、すべての人の性的指向（どんな性別

を好きになるか）、性自認（自分はどんな性別だと思っているか）、性表現（どん

な性別の服装、髪形を望んでいるかなど）を表す言葉です。 

SOGIE をすべての市民に関わるテーマととらえ、どのような SOGIE であっ

ても、誰もが人生のパートナーとともに安心して暮らすことのできる環境を整備

することを目指して、「(仮称)明石市パートナーシップ制度」を創設します。 

 

２ 制度の概要 

互いを人生のパートナーとして尊重し、継続的に協力し合う「パートナーシップ

関係」であることを表明した２者が市に届出をし、市がその届出を受理したこと

を公に証明する制度です。届出者のSOGIE は問いません。 

制度の導入と合わせて、市が様々な関係機関へのはたらきかけを続けること

で、パートナー同士で家を借りる場合や、病院等での手続きにおける不自由など

の解消を目指します。 

パートナーシップ制度は、法律上の婚姻とは異なるため、届出をしても法律に

基づく権利・義務は発生しませんが、事業者や関係団体と連携しながら制度の趣

旨を浸透させ、効果を高めるための取組を進めていきます。 

 

３ 届出要件 

(1)成人であること 

(2)いずれかが本市に住所を有している（または市内への転入を予定している）

こと 

(3)配偶者がいないこと 

(４)当該相手方以外の者とパートナーシップ関係にないこと 

(5)双方が近親者（直系血族、三親等内の傍系血族または直系姻族）でないこと

（ただし養子縁組をしたことにより近親者となった者は除く） 

※上記要件を満たしていれば、届出者のSOGIE は問いません。 

別 紙 
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４ 届出方法 

  パートナーシップ届にそれぞれが所定の事項を自署し、必要書類を添えて市長

に提出する。 

 

５ 必要書類 

(1)現住所を確認できるもの（住民票の写し等、転入を予定している場合はその

旨が確認できる書類） 

(2)独身であることを証明する書類（戸籍抄本、婚姻要件具備証明書等） 

(3)本人確認書類（運転免許証、マイナンバーカード等の顔写真が貼付さている

もの） 

 

６ 交付書類 

パートナーシップ届受理証明書（転入予定者には転入予定者受付票を先行し

て交付し、転入後にパートナーシップ届受理証明書を交付） 

 

７ 証明書の返還 

パートナーシップが解消された場合など、対象者の要件に該当しなくなったと

きは、証明書を返還していただきます。 

 

８ 制度の名称 

名称案は次の通りです。名称案に対する意見や名称の提案なども募集します。 

(案 1)明石市パートナーシップ制度 

すでにいくつもの自治体が使用している「パートナーシップ」を用いた案です。

お二人が「対等な関係であること」と「つながり」をともにイメージできること、

制度の趣旨が伝わりやすいこと、などが特徴です。 

(案 2)明石市ファミリーシップ制度 

家族のつながりを意味する「ファミリーシップ」を用いた案です。お二人が今

後の人生を「家族」として過ごしていくための届出制度であり、生活の様々な

場面の中でお二人が「家族である」ということを表明できることにより、具体

的な効果へつながることを目指します。 

 (案 3)明石市結婚関係届出制度 

実態としては結婚に相当する関係でありながら、婚姻制度を利用できない

又は利用しづらい状況にあるお二人の人生を応援する意味を込めて「結婚」を

用いた案です。婚姻制度とは異なりますが、お二人が「結婚関係」であることを

届け出てもらい、証明する形となります。 
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９ その他 

 ・戸籍上の氏名と合わせて通称名を記載して届出することができます。 

 ・届出は郵送でも可能ですが、証明書の交付を受ける際には、本人確認のため原

則 2 人で来庁していただきます。（やむをえず来庁できない理由がある場合は

別途対応します。） 

 ・住所や連絡先等の届出事項に変更があった際は、変更届を提出いただきます。 

 ・証明書を紛失した際や記載された氏名の変更があった際は、再交付を受けるこ

とができます。 

 ・市は、本制度や証明書の趣旨が十分に理解され、社会生活における様々な場面

において、公平かつ適切な対応が行われるよう、市民や事業者への周知、啓発に

努めます。 
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ＪＴ跡地の活用状況について 

 

日本たばこ産業㈱特機事業部の跡地（以下「ＪＴ跡地」という。）につきましては、2018年

12月の市議会における市有土地処分に係る議案の議決を経て、その一部を売却し民間開発によ

り周辺と調和のとれた住環境の整備を行っているところです。 

つきましては、民間開発の状況などについて、次のとおり報告します。 

 

１ 土地の活用状況 

区分 面積 現在の状況 

⑴公共公益施設用地 15,150.82㎡ モデルルーム及び現場事務所として賃貸中 

⑵認可保育所等用地 5,099.32㎡ 2019年4月 開園（2園） 

⑶ 民 間 開 発 用 地  35,680.18㎡ 開発工事中 

合 計 55,930.32㎡  

 （土地利用計画図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 民間開発の概要 

⑴ 事業主 関電不動産開発㈱、三菱地所レジデンス㈱、ＪＲ西日本不動産開発㈱、住友林業㈱ 

 ⑵ 開発概要 マンション：3棟（810戸(A棟:251戸、B棟：298戸、C棟：261戸)） 

戸建住宅：17区画（注文住宅：5区画、建売住宅：12区画） 

総 務 常 任 委 員 会 資 料 

2020年（令和２年）9月25日 

政策局プロジェクト推進室 

モデル 

ルーム 

現場事務所・工事ヤード 

2024年3月まで賃貸 

Ａ棟（1工区） 

Ｂ棟（2工区） 

Ｃ棟（3工区） 

戸建住宅 

公共公益施設用地 

民間活用用地 

市道大久保438号線 市道大久保498号線 

認可保育所等用地 
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⑶ 開発手続き 2020年１月21日：開発許可、２月６日：工事着手 

⑷ 民間開発に伴う周辺整備 

 開発前 開発後 備考 

東側市道（大久保56号線） 幅員9.2ｍ(片側歩道) 幅員13ｍ(両側歩道)  

南側市道（大久保438号線） 幅員8.3ｍ(片側歩道) 幅員13ｍ(両側歩道) 
・西側交差点部には、右折

レーンを新設 

 ⑸ 開発スケジュール 

⑹ 販売スケジュール 

   （集合住宅）専有面積：59.22～108.77㎡、販売価格帯：2,900～6,000万円（予定） 

時 期 内 容 

2020年10月下旬 モデルルームオープン・優先案内開始 

 〃 11月下旬 グランドオープン（一般受付） 

2021年２月下旬 Ａ棟契約開始（2022年2月入居） 

 〃 ９月頃 Ｂ棟契約開始（2023年2月入居） 

2023年２月頃 Ｃ棟契約開始（2024年2月入居） 

   （戸建住宅）土地面積：117.35㎡～148.50㎡（予定）、販売価格：未定 

時 期 内 容 

2021年１月頃 注文住宅（５区画）販売開始 

 〃 ２月頃～ 注文住宅（５区画）設計・建築工事開始 

2022年３月末頃 建売住宅（12区画）建築工事開始 

〃 10月頃 建売住宅（12区画）販売開始 

 

３ 公共公益施設用地の活用について 

現在、一部を2024年3月までモデルルーム及び工事ヤード等の用地として賃貸している

ところです。今後の具体的な活用方法については、大久保地区はもとより、本市のまちづく

りの方向性や公共施設のあり方等を踏まえた上で、検討を進めてまいります。 

1～3 4～6 7～9 10～12 1～3 4～6 7～9 10～12 1～3 4～6 7～9 10～12 1～3 4～6 7～9 10～12 1～3 4～6 7～9 10～12

注文住宅
5区画

建売住宅
12区画

2024年

月

設計・協議

開発工事

2022年 2023年

戸建住宅
17戸

集合住宅

年 2020年 2021年

Ａ棟（1工区）251戸

Ｂ棟（2工区）298戸

Ｃ棟（3工区）261戸

計　810戸

※販売計画は工事状況・販売状況等により変更となることがあります。

道路・下水・水道

建築工事

現在

設計･建築工事

販売

販売

杭･基礎 【Ａ棟】躯体・仕上工事

’22.02 竣工・入居

杭･基礎 【Ｂ棟】躯体・仕上工事

’23.02 竣工・入居

杭･基礎 【Ｃ棟】躯体・仕上工事

’24.02 竣工・入居

販売（3期）販売（2期）販売（1期） 販売
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